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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　乳酸系樹脂（Ａ）と、ガラス転移温度（Ｔｇ）が０℃以下、かつ結晶融解熱量（ΔＨｍ
）が３０Ｊ／ｇ以下である乳酸系樹脂以外の生分解性ポリエステル系樹脂（Ｂ）とを含有
する射出成形体の製造方法であって、前記乳酸系樹脂（Ａ）と前記生分解性ポリエステル
系樹脂（Ｂ）の混合質量比が７０：３０～９０：１０であり、かつ、射出成形によって得
られた成形体を非晶状態で金型から取り出した後、温度が６０～１３０℃の条件下で熱処
理を行うことを特徴とする射出成形体の製造方法。
【請求項２】
　前記生分解性ポリエステル系樹脂（Ｂ）が、テトラメチレンアジペート／テレフタレー
ト共重合体、あるいはポリブチレンアジペート／テレフタレート共重合体であることを特
徴とする請求項１に記載の射出成形体の製造方法。
【請求項３】
　前記射出成形の際の金型温度が１５～５５℃の範囲内であることを特徴とする請求項１
または２に記載の射出成形体の製造方法。
【請求項４】
　請求項１から３のいずれか１項に記載の射出成形体の製造方法によって製造されること
を特徴とする射出成形体。
【請求項５】
　ＪＩＳＫ－７１１０に基づいて測定したアイゾット衝撃強度が１５ｋＪ／ｍ２以上であ
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り、かつ、ＪＩＳＫ－７１９１、Ａ法に基づいて、エッジワイズ方向で測定した荷重たわ
み温度が５０℃以上であることを特徴とする請求項４に記載の射出成形体。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、生分解性を有する射出成形体に関するものである。
【背景技術】
【０００２】
　プラスチック製品等は使用後廃棄等されることが多く、焼却や埋立て等の処分が問題と
なっている。すなわち通常のプラスチックは、自然環境中で長期にわたって安定であり、
しかも嵩比重が小さいため、廃棄物埋め立て処理地の短命化を促進したり、自然の景観や
野生動植物の生活環境を損なうという問題点が指摘されていた。
　そのため、自然環境下で経時的に分解、消失する材料の研究が行われている。このよう
な材料として今日注目を集めているのは、生分解性プラスチックである。生分解性プラス
チックは土壌中や水中で加水分解や生分解によって徐々に崩壊、分解し、最終的には微生
物の作用によって無害な分解物となることが知られている。また、コンポスト（堆肥化）
処理によって、廃棄が容易になり、廃棄物の有効利用も可能となる。
　実用化され始めている生分解性プラスチックとしては、ポリ乳酸、脂肪族ポリエステル
、変性ＰＶＡ、セルロースエステル化合物、デンプン変性体、及びこれらのブレンド体等
があり、特に乳酸系樹脂はコストパフォーマンスが良く、植物由来原料から得られること
等の点から大きな注目を集めている。乳酸系樹脂は、高剛性、透明性という特徴を活かし
、ポリスチレン（ＰＳ）、ポリエチレンテレフタレート（ＰＥＴ）等の代替材料として、
フィルム分野や射出成形分野において利用され始めている。
【０００３】
　しかし、乳酸系樹脂は、家電製品、自動車部品、射出成形品等に用いられているＡＢＳ
樹脂と比較すると耐衝撃性が低いので、ＡＢＳ樹脂の代替材料にはなれない。特開平１０
－８７９７６号公報には、ポリブチレンサクシネート、ポリブチレンサクシネート／アジ
ペート共重合体等のような、ガラス転移温度（Ｔｇ）が０℃以下の脂肪族ポリエステルを
配合することにより、耐衝撃性を改良できることが開示されているが、これらの脂肪族ポ
リエステルは結晶性が高く、耐衝撃性を向上させる働きを担う非晶部分の割合が少ないの
で、これらの脂肪族ポリエステルの配合量を多くしなければ耐衝撃性を改良することがで
きない。ところが、乳酸系樹脂以外の脂肪族ポリエステルの配合量を多くすると、成形体
の軟質化や耐熱性の低下が生じてしまう。例えば、家電部品や車の部品として使用される
樹脂は、日本工業規格ＪＩＳＫ－７１１０に基づくアイゾット衝撃強度（ノッチ付き、２
３℃）が１５ｋＪ／ｍ２以上であることが好ましく、また、日本工業規格ＪＩＳＫ－７１
９１に基づく荷重たわみ温度（Ａ法、エッジワイズ方向）が５０℃以上であることが好ま
しい。また、乳酸系樹脂は工業的に大量に生産されようとしており、原料供給面、および
価格面において有利であるため、射出成形体に占める乳酸系樹脂の配合量が多い方が、製
品を安定して、かつ安価に供給することができる。
【０００４】
　さらに、これらの脂肪族ポリエステル系樹脂は、成形した後の製品が、長期に保管され
たり、比較的長期にわたって使用される場合には、空気中の水蒸気や外部からの水分、あ
るいは成形品に収めた内容物からの水分によって、加水分解を起こし、機械物性の低下を
招くなど、実用上大きな問題があった。特に、６０℃、６０％ＲＨ以上の高温多湿の雰囲
気下では、脂肪族ポリエステルは短期間で分解して、数時間から数週間で使用できなくな
ることがあった。
【０００５】
【特許文献１】特開平１０－８７９７６号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
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【０００６】
　本発明は、乳酸系樹脂の耐衝撃性を改良すると共に、乳酸系樹脂が本来有している生分
解性をほとんど損なうことなく、優れた耐加水分解性を有する生分解性の射出成形体を提
供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００７】
　本発明者らは、このような現状に鑑み、鋭意検討を重ねた結果、本発明を完成するに至
った。
　すなわち本発明の射出成形体は、乳酸系樹脂（Ａ）と、ガラス転移温度（Ｔｇ）が０℃
以下、かつ結晶融解熱量（ΔＨｍ）が３０Ｊ／ｇ以下である乳酸系樹脂以外の生分解性ポ
リエステル系樹脂（Ｂ）とを含有する射出成形体であって、乳酸系樹脂（Ａ）と生分解性
ポリエステル系樹脂（Ｂ）の混合質量比が７０：３０～９０：１０であることを特徴とす
る。
　ここで、前記乳酸系樹脂（Ａ）及び生分解性ポリエステル系樹脂（Ｂ）の合計質量が１
００質量部に対して、無機フィラーを５～３０質量部、および、カルボジイミド化合物を
０．５～１０質量部含有することができる。
　ここで、前記カルボジイミド化合物はビス（ジプロピルフェニル）カルボジイミドであ
ることが好ましい。
　また、前記生分解性ポリエステル系樹脂（Ｂ）は、テトラメチレンアジペート／テレフ
タレート共重合体、あるいはポリブチレンアジペート／テレフタレート共重合体であるこ
とができる。
　また、上記射出成形体を、温度が６０～１３０℃の条件下で結晶化させることができる
。
　また、本発明の射出成形体は、ＪＩＳＫ－７１１０に基づいて測定したアイゾット衝撃
強度が１５ｋＪ／ｍ２以上であり、かつ、ＪＩＳＫ－７１９１、Ａ法に基づいて、エッジ
ワイズ方向で測定した荷重たわみ温度が５０℃以上であることが好ましい。
【発明の効果】
【０００８】
　本発明によれば、乳酸系樹脂が本来有している生分解性をほとんど損なうことなく、優
れた耐衝撃性、耐熱性、さらには耐加水分解性を有する生分解性射出成形体を提供するこ
とができる。
【発明を実施するための形態】
【０００９】
　以下に、本発明を詳細に説明する。
　本発明の射出成形体は、乳酸系樹脂（Ａ）及び乳酸系樹脂以外の生分解性ポリエステル
系樹脂（Ｂ）を主成分とし、乳酸系樹脂（Ａ）：生分解性ポリエステル系樹脂（Ｂ）＝７
０：３０～９０：１０の範囲で含有する。ただし、生分解性ポリエステル系樹脂（Ｂ）は
、ガラス転移温度（Ｔｇ）が０℃以下、かつ結晶融解熱量（ΔＨｍ）が３０Ｊ／ｇ以下で
ある。生分解性ポリエステル系樹脂（Ｂ）の結晶融解熱量（ΔＨｍ）が３０Ｊ／ｇより大
きいと、成形体の軟質化や耐熱性の低下が起こる。
【００１０】
　本発明に用いられる乳酸系樹脂は、構造単位がＬ－乳酸であるポリ（Ｌ－乳酸）、構造
単位がＤ－乳酸であるポリ（Ｄ－乳酸）、構造単位がＬ－乳酸及びＤ－乳酸である、ポリ
（ＤＬ－乳酸）や、これらの混合体である。
　乳酸系樹脂のＤ乳酸（Ｄ体）とＬ乳酸（Ｌ体）との構成比は、Ｌ体：Ｄ体＝１００：０
～９０：１０、もしくは、Ｌ体：Ｄ体＝０：１００～１０：９０であることが好ましく、
Ｌ体：Ｄ体＝１００：０～９４：６、もしくは、Ｌ体：Ｄ体＝０：１００～６：９４であ
ることがより好ましい。Ｄ体とＬ体との構成比がこの範囲外では、シートや成形体の耐熱
性が得られにくく、用途が制限されてしまうことがある。
　本発明においては、Ｌ体とＤ体との共重合比が異なる乳酸系樹脂をブレンドしてもよい
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。この場合には、複数の乳酸系樹脂のＬ体とＤ体との共重合比の平均値が上記範囲内に入
るようにすれば良い。Ｌ体とＤ体のホモポリマーと、共重合体をブレンドすることにより
、ブリードのしにくさと耐熱性の発現とのバランスをとることができる。
【００１１】
　乳酸系樹脂の重合法としては、縮合重合法、開環重合法等の公知の方法を採用すること
ができる。例えば、縮合重合法では、Ｌ－乳酸またはＤ－乳酸、あるいはこれらの混合物
等を直接脱水縮合重合して任意の組成を有する乳酸系樹脂を得ることができる。
　また、開環重合法（ラクチド法）では、乳酸の環状二量体であるラクチドを、必要に応
じて重合調節剤等を用いながら、適当な触媒を使用して任意の組成、結晶性を有する乳酸
系樹脂を得ることができる。ラクチドには、Ｌ－乳酸の二量体であるＬ－ラクチド、Ｄ－
乳酸の二量体であるＤ－ラクチド、さらにＬ－乳酸とＤ－乳酸からなるＤＬ－ラクチドが
あり、これらを必要に応じて混合して重合することにより、任意の組成、結晶性を有する
乳酸系樹脂を得ることができる。
【００１２】
　さらに、耐熱性向上等の必要に応じて、少量の共重合成分を添加することもでき、テレ
フタル酸等の非脂肪族ジカルボン酸及び／又はビスフェノールＡのエチレンオキサイド付
加物等の非脂肪族ジオール等を用いることもできる。
　さらにまた、分子量増大を目的として、少量の鎖延長剤、例えば、ジイソシアネート化
合物、エポキシ化合物、酸無水物等を使用することもできる。
【００１３】
　乳酸系樹脂は、さらに、乳酸及び／又は乳酸以外のα－ヒドロキシカルボン酸等の他の
ヒドロキシカルボン酸単位との共重合体であっても、脂肪族ジオール及び／又は脂肪族ジ
カルボン酸との共重合体であってもよい。
　他のヒドロキシ－カルボン酸単位としては、乳酸の光学異性体（Ｌ－乳酸に対してはＤ
－乳酸、Ｄ－乳酸に対してはＬ－乳酸）、グリコール酸、３－ヒドロキシ酪酸、４－ヒド
ロキシ酪酸、２－ヒドロキシ－ｎ－酪酸、２－ヒドロキシ－３，３－ジメチル酪酸、２－
ヒドロキシ－３－メチル酪酸、２－メチル乳酸、２－ヒドロキシカプロン酸等の２官能脂
肪族ヒドロキシカルボン酸やカプロラクトン、ブチロラクトン、バレロラクトン等のラク
トン類が挙げられる。
　乳酸系樹脂に共重合される脂肪族ジオールとしては、エチレングリコール、１，４－ブ
タンジオール，１，４－シクロヘキサンジメタノール等が挙げられる。また、脂肪族ジカ
ルボン酸としては、コハク酸、アジピン酸、スベリン酸、セバシン酸およびドデカン二酸
等が挙げられる。
【００１４】
　本発明に使用される乳酸系樹脂は、重量平均分子量が５万～４０万の範囲であることが
好ましく、さらに好ましくは１０万～２５万の範囲である。乳酸系樹脂の重量平均分子量
が５万より小さいと、機械物性や耐熱性等の実用物性がほとんど発現されず、４０万より
大きいと溶融粘度が高くなりすぎて成形加工性に劣ることがある。
【００１５】
　本発明に好ましく使用される乳酸系樹脂としては、（株）島津製作所製のラクティシリ
ーズ、三井化学（株）製のレイシアシリーズ、カーギル・ダウ社製のNature Worksシリー
ズ等が挙げられる。
【００１６】
　本発明に用いられる乳酸系樹脂以外の生分解性ポリエステル系樹脂（Ｂ）は、ガラス転
移温度（Ｔｇ）が０℃以下である。また、結晶融解熱量（ΔＨｍ）が、３０Ｊ／ｇ以下で
あることが必要であり、ΔＨｍが２５Ｊ／ｇ以下であることが好ましい。生分解性ポリエ
ステル系樹脂（Ｂ）としては、脂肪族鎖の間に芳香環を導入することによって結晶性を低
下させたものを用いることができる。生分解性ポリエステル系樹脂（Ｂ）は、例えば、芳
香族ジカルボン酸成分、脂肪族ジカルボン酸成分、および脂肪族ジオール成分を縮合して
得られる。
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【００１７】
　芳香族ジカルボン酸成分としては、例えば、イソフタル酸、テレフタル酸、２，６－ナ
フタレンジカルボン酸等が挙げられ、脂肪族ジカルボン酸成分としては、例えば、コハク
酸、アジピン酸、スベリン酸、セバシン酸、ドデカン二酸等が挙げられる。また、脂肪族
ジオールとしては、例えば、エチレングリコール、１，４－ブタンジオール、１，４－シ
クロヘキサンジメタノール等が挙げられる。なお、芳香族ジカルボン酸成分、脂肪族ジカ
ルボン酸成分あるいは脂肪族ジオール成分は、それぞれ２種類以上を用いてもよい。
　本発明において、最も好適に用いられる芳香族ジカルボン酸成分はテレフタル酸であり
、脂肪族ジカルボン酸成分はアジピン酸であり、脂肪族ジオール成分は１，４－ブタンジ
オールである。
【００１８】
　脂肪族ジカルボン酸および脂肪族ジオールからなる脂肪族ポリエステルは生分解性を有
することが知られているが、芳香族ジカルボン酸成分、脂肪族ジカルボン酸成分、および
脂肪族ジオール成分からなるポリエステルにおいて生分解性を発現させるためには芳香環
と芳香環との間に脂肪族鎖が存在することが必要である。そのため、芳香族ジカルボン酸
成分は５０モル％以下であることが好ましい。
【００１９】
　ガラス転移温度（Ｔｇ）が０℃以下であり、結晶融解熱量（ΔＨｍ）が３０Ｊ／ｇ以下
である生分解性ポリエステルとしては、具体的には、テトラメチレンアジペートとテレフ
タレートの共重合体、ポリブチレンアジペートとテレフタレートの共重合体等が挙げられ
る。テトラメチレンアジペートとテレフタレートの共重合体として、Ｅａｓｔｍａｎ Ｃ
ｈｅｍｉｃａｌｓ社製の「Ｅａｓｔａｒ Ｂｉｏ」を商業的に入手することができ、また
、ポリブチレンアジペートとテレフタレートの共重合体として、ＢＡＳＦ社製の「Ｅｃｏ
ｆｌｅｘ」を商業的に入手することができる。
【００２０】
　本発明においては、乳酸系樹脂（Ａ）と、Ｔｇが０℃以下、かつΔＨｍが３０Ｊ／ｇ以
下である生分解性ポリエステル系樹脂（Ｂ）とを、質量比で、７０：３０～９０：１０の
範囲で配合することが好ましく、７５：２５～８５：１５の範囲で配合することがさらに
好ましい。生分解性ポリエステル系樹脂（Ｂ）の配合量が３０質量％より多いと、成形体
の軟質化や耐熱性の低下を生じる。また、生分解性ポリエステル系樹脂（Ｂ）の配合量が
１０質量％より少ないと、耐衝撃性の改良効果が得られない。
【００２１】
　従来から、乳酸系樹脂の耐衝撃性を改良するためには、乳酸系樹脂以外の脂肪族ポリエ
ステルを配合することが行われてきた。乳酸系樹脂以外の脂肪族ポリエステルとしては、
脂肪族ジカルボン酸またはその誘導体と脂肪族多価アルコールとを縮合した脂肪族ポリエ
ステルが用いられていた。代表的なものとして、昭和高分子（株）製のビオノーレシリー
ズ等が知られている。
【００２２】
　しかし、ビオノーレシリーズ等の脂肪族ポリエステルは、結晶融解熱量（ΔＨｍ）が３
０Ｊ／ｇよりも大きいので、耐衝撃性の改良効果を発現させるためには、脂肪族ポリエス
テルの配合割合を３０質量％より多くする必要がある。乳酸系樹脂以外の脂肪族ポリエス
テルの配合割合が３０質量％より多くなると、成形体の軟質化や耐熱性の低下を生じるの
で、実用的な射出成形体が得られないという問題がある。
　ところが、本発明のように、ΔＨｍが３０Ｊ／ｇ以下である生分解性ポリエステル系樹
脂を用いれば、脂肪族ポリエステル系樹脂を３０質量％以下で配合しても、ビオノーレシ
リーズ等の脂肪族ポリエステルを３０質量％より多く配合した場合と同等以上の耐衝撃性
の改良効果が得られるので、耐衝撃性と耐熱性をともに有する射出成形体の提供が可能に
なる。
【００２３】
　本発明においては、乳酸系樹脂（Ａ）及び生分解性ポリエステル系樹脂（Ｂ）の合計質



(6) JP 4724737 B2 2011.7.13

10

20

30

40

50

量が１００質量部に対して、無機フィラーを５～３０質量部配合することが好ましい。こ
のように無機フィラーを５～３０質量部の範囲で配合することにより、射出成形体を金型
から取り出す際に、成形体が変形することを防止することができ、また、加熱時に成形体
が収縮したり、反りが生じたりすることを防止することができる。無機フィラーの添加量
が３０質量部より多いと、成形体の強度低下が生じることもある。
【００２４】
　本発明に用いられる無機フィラーの具体例としては、タルク、カオリン、炭酸カルシウ
ム、ベントナイト、マイカ、セリサイト、ガラスフレーク、黒鉛、水酸化マグネシウム、
水酸化アルミニウム、三酸化アンチモン、硫酸バリウム、ホウ酸亜鉛、含水ホウ酸カルシ
ウム、アルミナ、マグネシア、ウォラストナイト、ゾノトライト、セピオライト、ウィス
カー、ガラス繊維、金属粉末、ビーズ、シリカバルーン、シラスバルーン、有機系バルー
ン等が挙げられる。また、上記無機フィラーの表面を、チタン酸、脂肪酸、シランカップ
リング剤等で処理して樹脂との接着性を向上させておいてもよく、無機フィラーの効果を
向上させることができる。
【００２５】
　本発明においては、乳酸系樹脂（Ａ）及び生分解性ポリエステル系樹脂（Ｂ）の合計質
量が１００質量部に対して、カルボジイミド化合物を０．５～１０質量部配合することが
好ましい。このようにカルボジイミド化合物を０．５～１０質量部の範囲で配合すること
により、得られる射出成形体に耐加水分解性を付与することができる。カルボジイミド化
合物の添加量が１０質量部より多いと、カルボジイミド化合物のブリードアウトが起こる
ことがあり、そのため成形体の外観不良や、可塑化による機械物性の低下が起こることが
ある。また、生分解性やコンポスト分解性が損なわれることがある。
【００２６】
　本発明に用いられるカルボジイミド化合物としては、下記一般式（１）に示す基本構造
を有するものが挙げられる。

　　　　　　　－（Ｎ＝Ｃ＝Ｎ－Ｒ－）ｎ－　　　　　　（１）

式中、ｎは１以上の整数であり、Ｒは有機系結合単位を示す。例えば、Ｒは、脂肪族、脂
環族、芳香族のいずれかであることができる。また、ｎは、通常、１～５０の間の適等な
整数が選択される。ｎが２以上の整数である場合に、２以上のＲは同一でも異なっていて
もよい。
【００２７】
　具体的には、例えば、ビス（プロピルフェニル）カルボジイミド、ビス（ジプロピルフ
ェニル）カルボジイミド、ポリ（４，４'－ジフェニルメタンカルボジイミド）、ポリ（
ｐ－フェニレンカルボジイミド）、ポリ（ｍ－フェニレンカルボジイミド）、ポリ（トリ
ルカルボジイミド）、ポリ（ジイソプロピルフェニレンカルボジイミド）、ポリ（メチル
－ジイソプロピルフェニレンカルボジイミド）、ポリ（トリイソプロピルフェニレンカル
ボジイミド）等、および、これらの単量体が、カルボジイミド化合物として挙げられる。
これらのカルボジイミド化合物は、単独で使用しても、あるいは、２種以上組み合わせて
使用してもよい。本発明においては、ビス（ジプロピルフェニル）カルボジイミドを使用
することが好ましい。
【００２８】
　また、本発明の効果を損なわない範囲で、熱安定剤、抗酸化剤、ＵＶ吸収剤、光安定剤
、顔料、着色剤、滑剤、核剤、可塑剤等の添加剤を添加することもできる。
【００２９】
　次に、本発明の射出成形体の成形方法について説明する。
　乳酸系樹脂（Ａ）と芳香族脂肪族ポリエステル等の生分解性ポリエステル系樹脂（Ｂ）
、及び、必要に応じて、無機フィラー、カルボジイミド化合物、その他添加剤等の各原料
を、同一の射出成形機に投入し、直接混合して射出成形することにより、射出成形体を得
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ることができる。あるいはまた、ドライブレンドした原料を、二軸押出機を用いてストラ
ンド形状に押し出してペレット化し、その後、ペレットを、再度、射出成形機に戻し、射
出成形体を形成することもできる。
【００３０】
　いずれの方法で射出成形体を形成するにしても原料の分解による分子量の低下を考慮す
る必要があるが、各原料を均一に混合するためには後者を選択することが好ましい。
　具体的には、例えば、乳酸系樹脂と芳香族脂肪族ポリエステルとを、それぞれ十分に乾
燥して水分を除去した後、二軸押出機を用いて溶融混合し、ストランド形状に押し出して
ペレットを形成する。ただし、乳酸系樹脂はＬ－乳酸構造とＤ－乳酸構造の組成比によっ
て融点が変化すること、芳香族脂肪族ポリエステルの混合の割合によって混合樹脂の融点
が変化すること等を考慮して、溶融押出温度を適宜選択することが好ましい。通常、１０
０～２５０℃の温度範囲内で選択される。
【００３１】
　形成したペレットを十分に乾燥し、水分を除去した後、例えば熱可塑性樹脂を成形する
場合に一般的に採用される射出成形方法等を用いて、射出成形を行う。
　具体的には、射出成形法、ガスアシスト成形法、射出圧縮成形法等の射出成形法によっ
て射出成形体を得ることができる。また、その他目的に応じて、上記の方法以外でもイン
モールド成形法、ガスプレス成形法、２色成形法、サンドイッチ成形法、ＰＵＳＨ－ＰＵ
ＬＬ、ＳＣＯＲＩＭ等を採用する事もできる。ただし、射出成形方法は、これらに限定さ
れるものではない。
【００３２】
　本発明に用いられる射出成形装置は、一般的な射出成形機、ガスアシスト成形機及び射
出圧縮成形機等と、これらの成形機に用いられる成形用金型及び付帯機器、金型温度制御
装置及び原料乾燥装置等を備えている。
【００３３】
　成形条件は、射出シリンダー内での樹脂の熱分解を避けるために、溶融樹脂温度が１７
０℃～２１０℃の範囲で成形することが好ましい。
【００３４】
　射出成形体を非晶状態で得る場合には、成形サイクル（型閉～射出～保圧～冷却～型開
～取出）の冷却時間を短くするために、金型温度は可能な限り低温であることが好ましい
。金型温度は、一般的には１５℃～５５℃であることが好ましく、チラーを用いることも
望ましい。ただし、後結晶化時の成形体の収縮、反り、変形等を抑制するためには、１５
℃～５５℃の範囲内でも高温側に設定することが好ましく、例えば、４０℃～５５℃であ
ることが好ましい。
【００３５】
　また、無機フィラーを添加した成形体では、添加量が多いと成形体の表面にフローマー
クが発生し易くなるので、射出速度を、無機フィラーを添加しない場合より低速にする事
が好ましい。具体例を示すと、例えば、乳酸系樹脂（Ａ）及び生分解性ポリエステル系樹
脂（Ｂ）の１００質量部に対して、タルクを１５質量部添加した樹脂組成物を、肉厚２ｍ
ｍのプレート金型を備えたスクリュー径２５ｍｍの射出成形機を用いて射出成形する場合
には、射出速度が３０ｍｍ／秒以下であればフローマークの発生しない成形体が得られる
。一方、無機フィラーを添加しない場合には、射出速度が５０ｍｍ／秒でもフローマーク
は発生しない。
　ヒケが発生しやすい場合には、保持圧力及び保持時間を十分に取ることが好ましい。例
えば、保持圧力は３０ＭＰａ～１００ＭＰａの範囲で設定されることが好ましく、保持時
間は成形体の形状や肉厚によって１秒～１５秒の範囲内で適宜設定されることが好ましい
。例えば、上記の肉厚２ｍｍのプレート金型を備えた射出成形機を用いて成形する場合に
、保持時間は３秒前後である。
【００３６】
　本発明においては、射出成形によって得られた成形体に、熱処理を行って結晶化させる
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ことが好ましい。このように成形体を結晶化させることにより、成形体の耐熱性をさらに
向上させることができる。熱処理温度は、６０～１３０℃の範囲であることが好ましく、
７０～９０℃の範囲であることがより好ましい。熱処理温度が６０℃より低いと、成形体
の結晶化が進行せず、熱処理温度が１３０℃より高いと、形成された成形体を冷却する際
に、成形体に変形や収縮が生じる。
　熱処理時間は、材料の組成や熱処理装置、および熱処理温度に応じて適宜設定されるが
、例えば、熱処理温度が７０℃の場合には１５分～３時間熱処理を行うことが好ましく、
また、熱処理温度が１３０℃の場合には、１０秒～３０分間熱処理を行うことが好ましい
。成形体を結晶化させる方法としては、射出成形後に金型の温度を上げて金型内で結晶化
させる方法や、射出成形体を非晶状態で金型から取り出した後、熱風、蒸気、温水、遠赤
外線ヒーター、ＩＨヒーターなどで結晶化させる方法等が挙げられる。熱処理の際には、
射出成形体を固定しなくてもよいが、成形体の変形を防止するためには、金型、樹脂型な
どで固定することが好ましい。また、生産性を考慮すると、梱包した状態で熱処理を行う
ことが好ましい。
【００３７】
　金型内で結晶化させるためには、加熱した金型内に溶融樹脂を充填した後、一定時間金
型内で保持する。金型温度は６０℃～１３０℃であることが好ましく、さらに好ましくは
７０℃～９０℃である。金型温度が６０℃より低いと結晶化に長時間を要し、サイクルが
長くなり過ぎる。一方、金型温度が１３０℃より高いとリリース時に変形を生じることが
ある。
【００３８】
　本発明において、射出成形体は、日本工業規格ＪＩＳＫ－７１１０に基づくアイゾット
衝撃強度（ノッチ付き、２３℃）が１５ｋＪ／ｍ２以上であることが好ましい。また、日
本工業規格ＪＩＳＫ－７１９１に基づく荷重たわみ温度（Ａ法、エッジワイズ方向）が５
０℃以上であることが好ましく、５５℃以上であることが更に好ましい。
　本発明における射出成形体は、優れた耐熱性、耐衝撃性、さらには耐加水分解性を備え
ているので、家電製品、自動車部品、その他の一般的な成形品として、使用することがで
きる。例えば、本発明によって、電卓型成形体を形成することができる。図１（ａ）は、
本発明の実施形態の１つである電卓型成形体の平面図であり、（ｂ）はその正面図である
。１～６は貫通孔の穴明き部であり、１は計算結果等を表示する窓部となる部分、２，３
は数字等のキー部分となる部分、４，５，６は爪を掛ける部分である。
【実施例】
【００３９】
　以下に、実施例を示して、本発明を具体的に説明するが、これらにより本発明は何ら制
限を受けるものではない。なお、実施例中に示す測定値は次に示すような条件で測定を行
い、算出した。
【００４０】
（１）耐衝撃性
　ＪＩＳＫ－７１１０に基づいて、ノッチ付き２号Ａ試験片（長さ６４ｍｍ×幅１２．７
ｍｍ×厚さ４ｍｍ）を作製し、衝撃試験機（安田精機（株）製の「万能衝撃試験機Ｎｏ．
２５８」）を用いて、２３℃におけるアイゾット衝撃強度の測定を行った。アイゾット衝
撃強度は、１５ｋＪ／ｍ２を実用基準とした。
【００４１】
（２）耐熱性
　ＪＩＳＫ－７１９１に基づいて試験片（長さ１２０ｍｍ×幅１１ｍｍ×厚さ３ｍｍ）を
作製し、荷重たわみ温度試験装置（東洋精機（株）製の「Ｓ－３Ｍ」）を用いて、荷重た
わみ温度の測定を行った。ただし、測定は、エッジワイズ方向、試験片に加える曲げ応力
は１．８０ＭＰａの条件で行った。荷重たわみ温度は、５５℃以上を実用基準とした。
【００４２】
（３）寸法安定性
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　電卓型金型を準備し、東芝機械（株）製の射出成形機「ＩＳ５０Ｅ」を用い、図１に示
すような形状の電卓型非晶性成形体を得た（Ｘ＝約７．６ｃｍ、Ｙ＝１２．２ｃｍ）。こ
の時の成形条件は、シリンダー温度１９５℃、金型温度２５℃、射出圧力１１０ＭＰａ、
射出時間１．５秒、保持圧力８０ＭＰa、保持時間３．０秒、背圧１０ＭＰa、スクリュー
回転数１１０ｒｐｍであった。
　成形後、測定室内（温度２３℃、湿度５０％ＲＨ）で成形体を２４時間静置し、図１に
示すＸとＹの寸法を測定した。その後、７０℃で３．５時間、熱処理を行った。ただし、
熱処理は、恒温恒湿オーブンを用い、成形体に負荷のかからない状態で静置させて行った
。熱処理後、直ちに成形体を取り出し、測定室内で２４時間静置した後、再度、ＸとＹの
寸法を測定し、熱処理による収縮率を算出した。ただし、ＸとＹの寸法の測定には三次元
測定機を用いた。また、評価は下記評価基準に基づいて行った。
　評価基準：
「Ａ」　　ＸとＹの収縮率が共に１．０％未満であり、反りが生じなかったもの「Ｂ」　
　ＸとＹの収縮率のいずれかが１．０以上、２．０未満であり、また、反りは生じるが、
用途によっては実用範囲内であるもの
「Ｃ」　　ＸとＹの収縮率が共に２．０以上であり、大きな反りが生じたもの
【００４３】
（４）脂肪族ポリエステル系樹脂の重量平均分子量
　ゲルパーミエーションクロマトグラフィーを用いて、溶媒クロロホルム、溶液濃度０．
２ｗｔ／ｖｏｌ％、溶液注入量２００μＬ、溶媒流速１．０ｍＬ／分、溶媒温度４０℃で
測定を行い、ポリスチレン換算で、乳酸系樹脂の重量平均分子量を算出した。ただし、用
いた標準ポリスチレンの重量平均分子量は、２００００００、４３００００、１１０００
０、３５０００、１００００、４０００、６００である。
【００４４】
（５）耐加水分解性
　８５℃、８０％ＲＨの条件で湿熱試験を行い、１００時間経過後の分子量保持率を下記
式により算出した。分子量保持率は、７０％以上を実用基準とした。
【数１】

【００４５】
（実施例１）
　乳酸系樹脂としてカーギル・ダウ社製の「Ｎａｔｕｒｅ Ｗｏｒｋｓ ４０３１Ｄ」（Ｌ
－乳酸／Ｄ－乳酸＝９８．５／１．５、重量平均分子量２０万）と、芳香族脂肪族ポリエ
ステルとして Ｅａｓｍａｎ Ｃｈｅｍｉｃａｌｓ 社製の「Ｅａｓｔａｒ Ｂｉｏ」（テレ
フタル酸２２モル％、アジピン酸２８モル％、１，４－ブタンジオール５０モル％、ΔＨ
ｍ＝２１．６Ｊ／ｇ）を用いた。「Ｎａｔｕｒｅ Ｗｏｒｋｓ ４０３１Ｄ」と「Ｅａｓｔ
ａｒ Ｂｉｏ」とを、質量比で８５：１５の割合でドライブレンドした後、三菱重工（株
）製の４０ｍｍφ小型同方向二軸押出機を用いて１８０℃でコンパウンドし、ペレット形
状にした。得られたペレットを東芝機械（株）製の射出成形機「ＩＳ５０Ｅ」（スクリュ
ー径２５ｍｍ）を用い、Ｌ１００ｍｍ×Ｗ１００ｍｍ×ｔ３ｍｍ、またはｔ＝４ｍｍの、
厚さが異なる２種類の板材（以下、それぞれ「３ｍｍ板」、「４ｍｍ板」と称す）を射出
成形した。主な成形条件は以下の通りである。
　１）温度条件：シリンダー温度（１９５℃）、金型温度（２０℃）
　２）射出条件：射出圧力（１１５ＭＰａ）、保持圧力（５５ＭＰａ）
　３）計量条件：スクリュー回転数（６５ｒｐｍ）、背圧（１５ＭＰａ）
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　次に、得られた射出成形体をベーキング試験装置（（株）大栄科学精器製作所製、「Ｄ
ＫＳ－５Ｓ」）内に静置し、７０℃で３．５時間熱処理を行った。４ｍｍ板を用いてアイ
ゾット衝撃強度、３ｍｍ板を用いて荷重たわみ温度の評価を行った。結果を表１に示す。
【００４６】
（実施例２）
　実施例１において、「Ｎａｔｕｒｅ Ｗｏｒｋｓ ４０３１Ｄ」と、「Ｅａｓｔａｒ Ｂ
ｉｏ」とを、質量比が７０：３０の割合でドライブレンドした以外は実施例１と同様にし
て、射出成形体を作製した。得られた射出成形体について、実施例１と同様の評価を行っ
た。その結果を表１に示す。
【００４７】
（実施例３）
　Ｔｇが０℃以下であり、かつΔＨｍが３０Ｊ／ｇ以下である生分解性ポリエステル系樹
脂として、ＢＡＳＦ社製の「Ｅｃｏｆｌｅｘ」（テレフタル酸２４モル％、アジピン酸２
６モル％、１，４－ブタンジオール５０モル％、ΔＨｍ：２１．０Ｊ／ｇ）を用いた。実
施例１において、「Ｎａｔｕｒｅ Ｗｏｒｋｓ ４０３１Ｄ」と「Ｅｃｏｆｌｅｘ」とを、
質量比が７０：３０の割合でドライブレンドした以外は実施例１と同様にして、射出成形
体を作製した。得られた射出成形体について、実施例１と同様の評価を行った。その結果
を表１に示す。
【００４８】
（実施例４）
　生分解性ポリエステル系樹脂として、結晶化核剤としてエチレンビスラウリン酸アミド
（ＥＢＬ）を添加した「Ｅｃｏｆｌｅｘ」（Ｅｃｏｆｌｅｘ：ＥＢＬ＝１００：０．３、
ΔＨｍ：２５．４Ｊ／ｇ）を用いた。実施例１において、乳酸系樹脂と、「Ｅｃｏｆｌｅ
ｘ」とを、質量比が７０：３０の割合でドライブレンドした以外は実施例１と同様にして
、射出成形体を作製した。得られた射出成形体について、実施例１と同様の評価を行った
。その結果を表１に示す。
【００４９】
【表１】

【００５０】
　表１から明らかなように、実施例１～４の射出成形体は、アイゾット衝撃強度が１５ｋ
Ｊ／ｍ２以上、荷重たわみ温度が５５℃以上であり、耐衝撃性及び耐熱性ともに優れてい
ることが分かった。
【００５１】
（実施例５）
　無機フィラーとしてタルク（日本タルク株式会社製の「ミクロエースＬ１」）を用いた
。実施例１において、「Ｎａｔｕｒｅ Ｗｏｒｋｓ ４０３１Ｄ」と、「Ｅａｓｔａｒ Ｂ
ｉｏ」と、「ミクロエースＬ１」とを、質量比が８０：１５：５（＝８４：１６：５．３
）の割合でドライブレンドした以外は実施例１と同様にして、射出成形体を作製した。得
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られた射出成形体について、実施例１と同様にして、アイゾット衝撃強度、荷重撓み温度
の測定を行い、また、得られた成形体について寸法安定性の評価も行った。その結果を表
２に示す。
【００５２】
（実施例６）
　実施例１において、「Ｎａｔｕｒｅ Ｗｏｒｋｓ ４０３１Ｄ」と、「Ｅａｓｔａｒ Ｂ
ｉｏ」と、「ミクロエースＬ１」とを、質量比が７５：１５：１０（＝８３：１７：１１
）の割合でドライブレンドした以外は実施例１と同様にして、射出成形体を作製した。得
られた射出成形体について、実施例５と同様の評価を行った。その結果を表２に示す。
【００５３】
（実施例７）
　実施例１において、「Ｎａｔｕｒｅ Ｗｏｒｋｓ ４０３１Ｄ」と、「Ｅａｓｔａｒ Ｂ
ｉｏ」と、「ミクロエースＬ１」とを、質量比が７０：１５：１５（＝８２：１８：１７
．６）の割合でドライブレンドした以外は実施例１と同様にして、射出成形体を作製した
。得られた射出成形体について、実施例５と同様の評価を行った。その結果を表２に示す
。
【００５４】
【表２】

【００５５】
　表２から明らかなように、実施例５～７の射出成形体は、アイゾット衝撃強度が１５ｋ
Ｊ／ｍ２以上、荷重たわみ温度が５５℃以上であり、耐衝撃性及び耐熱性ともに優れてい
ることが分かった。
　また、電卓型の成形体について行った寸法安定性の評価は良好な結果を示した。
【００５６】
（比較例１）
　実施例１において、芳香族脂肪族ポリエステルを配合せずに、乳酸系樹脂として「Ｎａ
ｔｕｒｅ Ｗｏｒｋｓ ４０３１Ｄ」を１００質量部用いてペレットを作製した。このペレ
ットを用いて実施例１と同様にして射出成形体を作製した。得られた射出成形体について
、実施例１と同様の評価を行った。その結果を表３に示す。
【００５７】
（比較例２）
　実施例１において、芳香族脂肪族ポリエステルの替わりに、脂肪族ポリエステルとして
ポリブチレンサクシネート（昭和高分子（株）製の「ビオノーレ１００１」、ΔＨｍ＝５
８．０Ｊ／ｇ）を用い、「Ｎａｔｕｒｅ Ｗｏｒｋｓ ４０３１Ｄ」と「ビオノーレ１００
１」とを、質量比７０：３０の割合でドライブレンドした以外は実施例１と同様にして、
射出成形体を作製した。得られた射出成形体について、実施例１と同様の評価を行った。
その結果を表３に示す。
【００５８】
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　実施例１において、芳香族脂肪族ポリエステルの替わりに、脂肪族ポリエステルとして
、ポリブチレンサクシネート８０モル％／アジペート２０モル％共重合体（昭和高分子（
株）製の「ビオノーレ３００３」、ΔＨｍ＝４３．０Ｊ／ｇ）を用い、「Ｎａｔｕｒｅ 
Ｗｏｒｋｓ ４０３１Ｄ」と「ビオノーレ３００３」とを、質量比７０：３０の割合でド
ライブレンドした以外は実施例１と同様にして、射出成形体を作製した。得られた射出成
形体について、実施例１と同様の評価を行った。その結果を表３に示す。
【００５９】
（比較例４）
　実施例１において、芳香族脂肪族ポリエステルの替わりに、脂肪族ポリエステルとして
、ポリブチレンサクシネート８０モル％／アジペート２０モル％共重合体（昭和高分子（
株）製の「ビオノーレ３０１０」、ΔＨｍ＝３４．８Ｊ／ｇ）を用い、「Ｎａｔｕｒｅ 
Ｗｏｒｋｓ ４０３１Ｄ」と「ビオノーレ３０１０」とを質量比７０：３０の割合でドラ
イブレンドした以外は実施例１と同様にして、射出成形体を作製した。得られた射出成形
体について、実施例１と同様の評価を行った。その結果を表３に示す。
【００６０】
（比較例５）
　実施例１において、芳香族脂肪族ポリエステルの替わりに、脂肪族ポリエステルとして
、ポリブチレンサクシネート８０モル％／アジペート２０モル％共重合体（昭和高分子（
株）製の「ビオノーレ３００３」、ΔＨｍ＝４３．０Ｊ／ｇ）を用い、「Ｎａｔｕｒｅ 
Ｗｏｒｋｓ ４０３１Ｄ」と「ビオノーレ３００３」とを、質量比６０：４０の割合でド
ライブレンドした以外は実施例１と同様にして、射出成形体を作製した。得られた射出成
形体について、実施例１と同様の評価を行った。その結果を表３に示す。
【００６１】
（比較例６）
　実施例１において、「Ｎａｔｕｒｅ Ｗｏｒｋｓ ４０３１Ｄ」と、「Ｅａｓｔａｒ Ｂ
ｉｏ」とを、質量比が６０：４０の割合でドライブレンドした以外は実施例１と同様にし
て、射出成形体を作製した。得られた射出成形体について、実施例１と同様の評価を行っ
た。その結果を表３に示す。
【００６２】
（比較例７）
　実施例３において、「Ｎａｔｕｒｅ Ｗｏｒｋｓ ４０３１Ｄ」と「Ｅｃｏｆｌｅｘ」と
を、質量比が６０：４０の割合でドライブレンドした以外は実施例１と同様にして、射出
成形体を作製した。得られた射出成形体について、実施例１と同様の評価を行った。その
結果を表３に示す。
【００６３】
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【表３】

【００６４】
　表３から明らかなように、比較例１～４の射出成形体は、アイゾット衝撃強度が１５ｋ
Ｊ／ｍ２未満であり、耐衝撃性に劣っていることが分かった。また、比較例３～７の射出
成形体は、荷重たわみ温度が５０℃未満であり、耐熱性に劣っていることが分かった。
【００６５】
（実施例８、９）
　実施例１において、さらに、カルボジイミド化合物として、ラインケミー社製の「スタ
バクゾールＰ」（芳香族ポリカルボジイミド：シリカ＝９５：５）を用い、無機フィラー
として、タルク（日本タルク株式会社製の「ミクロエースＬ１」）を用いた。実施例１に
おいて、「Ｎａｔｕｒｅ Ｗｏｒｋｓ ４０３１Ｄ」と、「Ｅａｓｔａｒ　Ｂｉｏ」と、「
ミクロエースＬ１」と、「スタバクゾールＰ」とを、質量比７０：１５：１５：１．５（
＝８２：１８：１７．６：１．７６）、あるいは、質量比７０：１５：１５：３．０（＝
８２：１８：１７．６：３．５）の割合でドライブレンドした以外は実施例１と同様にし
て、射出成形体を作製した。得られた射出成形体のそれぞれについて、実施例１と同様に
して、耐衝撃性及び耐熱性の評価を行い、また、耐加水分解性の評価として分子量保持率
を求めた。その結果を表４に示す。
【００６６】
（実施例１０）
　実施例１において、さらに、カルボジイミド化合物として、ビス（ジプロピルフェニル
）カルボジイミド（ラインケミー社製の「スタバクゾールＩ」）を用い、無機フィラーと
して、タルク（日本タルク株式会社製の「ミクロエースＬ１」）を用いた。実施例１にお
いて、「Ｎａｔｕｒｅ Ｗｏｒｋｓ ４０３１Ｄ」と、「Ｅａｓｔａｒ　Ｂｉｏ」と、「ミ
クロエースＬ１」と、「スタバクゾールＩ」とを、質量比７０：１５：１５：１．５（８
２：１８：１７．６：１．７６）の割合でドライブレンドした以外は実施例１と同様にし
て、射出成形体を作製した。得られた射出成形体のそれぞれについて、実施例１と同様に
して、耐衝撃性及び耐熱性の評価を行い、また、耐加水分解性の評価として分子量保持率
を求めた。その結果を表４に示す。
【００６７】
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【表４】

【００６８】
　表４から明らかなように、実施例８～１０の射出成形体は、アイゾット衝撃強度が１５
ｋＪ／ｍ２以上、荷重たわみ温度が５５℃以上であり、耐衝撃性及び耐熱性ともに優れて
いることが分かった。また、分子量保持率を算出したところ、７０％以上を示し、耐加水
分解性の評価において良好な結果を示した。
【００６９】
　すなわち、本発明の射出成形体は、生分解性に優れており、また、日本工業規格ＪＩＳ
Ｋ－７１１０に基づくアイゾット衝撃強度（ノッチ付き、２３℃）が１５ｋＪ／ｍ２以上
であり、日本工業規格ＪＩＳＫ－７１９１に基づく荷重たわみ温度（Ａ法、エッジワイズ
方向）が５０℃以上であり、耐衝撃性及び耐熱性ともに優れている。さらにまた、乳酸系
樹脂の配合量を多くすることができるので、製品を安定して、かつ安価に供給することが
できる。しかも、脂肪族ポリエステル系樹脂の配合量を所定量以下に抑えることができる
ので、成形体が、長期に保管されたり、長期にわたって使用されても、また、高温多湿下
で保存されても、空気中の水蒸気や外部からの水分等によって加水分解を起こすこともな
く、機械物性の低下を招くこともない。
【図面の簡単な説明】
【００７０】
【図１】（ａ）は、本発明の第１の実施形態にかかる射出成形体の平面図であり、（ｂ）
は正面図である。
【符号の説明】
【００７１】
１～６：穴あき部
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